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研究成果の概要（和文）： 本研究は、高等専修学校（専修学校高等課程）を対象に、質保証の観点からのキャ
リア教育・職業教育実践の検証を進めた。
　特に、キャリア教育・職業教育を通じて生徒の社会的・職業的自立が促されることが最も期待される学校種で
ありながら、多くの高等専修学校が困難をおぼえている、外部と連携した体験型キャリア教育・職業教育の実践
について、学校側の制約を克服して取組を継続するための要諦の解明を試みた。　
　その結果、教育活動や指導、支援の場面全般における外部との連携に対して消極的な学校では、体験型キャリ
ア教育・職業教育や、自校の評価をめぐって、高等専修学校に特有の認知バイアスが存在していることが明らか
となった。

研究成果の概要（英文）：This study is the research on the practices related to career and vocational
 education in upper secondary specialized training school（upper secondary course of specialized 
training college）, from the viewpoint of "quality assurance".
It is expected that the practices related to career and vocational education in school encourage the
 social and vocational independence of its students. And especially, in upper secondary specialized 
training school. For all that, many schools of this kind feel that it is difficult to manage those 
hands-on education in cooperation with outside entities. So, the objective of this study is to 
explore how to overcome bottlenecks and constraints from a school side, and how to manage those 
practices continuously.
This study provides new insight that the schools which are generally negative for cooperation with 
the outside, tend to have cognitive biases peculiar to upper secondary specialized training school, 
for hands-on career and vocational education etc.

研究分野：キャリア教育、インターンシップ

キーワード： 高等専修学校　専修学校高等課程　キャリア教育　職業教育　質保証　社会的・職業的自立　学校内の
環境制約　学校外との連携
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究の成果は、日本のキャリア教育・職業教育研究においてこれまで手つかずに近い学校種だった高等専修
学校を対象に、「質保証」の観点から教育実践の検証に着手したもので、キャリア教育・職業教育研究の新たな
領域開拓の嚆矢として、その学術的インパクトは大きい。
　また本研究により得られた学術的知見は、教育現場にフィードバックされることで、高等専修学校におけるキ
ャリア教育・職業教育の推進・改善に貢献するものである。加えて専門学校や高等学校に対しても重要なインプ
リケーションを与えるもので、研究成果の社会的な波及効果は高い。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
(1)本研究に関連する国内・国外の研究動向及び位置づけ 
 「学校から社会への移行」をめぐる諸問題への対応からキャリア教育・職業教育に関心が寄
せられ、各学校種において様々な取組が展開されるようになって久しい。さらに近年では、キ
ャリア教育・職業教育の内容や水準について問い直しが行われ、例えば大学であれば、教育課
程における適切な位置づけが求められている。 
そうしたなか、いわゆる一条校ではない専修学校については、多様な社会的ニーズに対応し
うる教育内容の柔軟性が固有の持ち味であった一方、教育の〈質〉という点では、設置基準の
差異等も影響して、これまで、ほかの学校種と比較して十分に担保されているとは言い難かっ
た。しかし近年、専門課程（専門学校）に関しては、職業教育の実態を解明する調査研究(1)が
進められているほか、「職業実践専門課程」の創設（2014 年 4 月～）や「実践的な職業教育を
行う新たな高等教育機関の制度化に関する有識者会議」の開催（2014 年 9 月～）など、「質保
証」の観点から高等教育機関としての職業教育のあり方が強く問われている。 
他方、後期中等教育にあたる高等課程（高等専修学校）については、在籍する生徒の層にき
わめて大きな特徴を有している学校種(2)であるにもかかわらず、専修学校ゆえの多様性からな
る実態把握の難しさに加え、学校種全体としての社会的認知の乏しさもあり、学習や学校生活
に課題を抱える生徒への適切な対応も含め、社会的・職業的自立を支えるキャリア教育・職業
教育が高等専修学校においてどこまで（どの程度）行われているのか、「質保証」という観点か
らの検証は、学術上も実践上もこれまで十分に行われてこなかった。 
 
(2)研究代表者のこれまでの研究成果を踏まえ着想に至った経緯 
研究代表者は、平成 25 年度・26年度 文部科学省委託事業「成長分野等における中核的専門
人材養成の戦略的推進事業」採択の事業、『高等専修学校における高等教育機関と接続したモデ
ル・カリキュラム開発と就労支援システムの構築』の調査研究分科会に参画し、全国高等専修
学校協会の会員校（208 校：調査当時）を対象としたキャリア教育・職業教育に関する実態調
査を行ってきた。 
平成 25 年度の「高等専修学校におけるインターンシップ及びデュアルシステムに関する調
査」では、ほかの学校種に比べてインターンシップ等の実施率が低い背景として、生徒の属人
的特性や学校側の限られた人的リソース等、高等専修学校特有の環境制約が多面的に影響して
学校外との連携を難しくしていることを明らかにしたが(3)、同調査をふまえて平成 26 年度に実
施した「高等専修学校における体験型職業教育と外部との連携に関する実態調査」では、逆に
そうした環境制約を、学校外との連携を通じて克服することで体験型職業教育の実施につなげ
ている実態についても確認した(4)。 
以上から、学校内の環境制約と学校外との連携との関係性の分析・解明が、高等専修学校の
キャリア教育・職業教育研究の鍵であり、ひいては教育実践上も「質保証」の要諦であると考
えた。 
 
〈引用文献〉 
(1)九州大学 専門学校教育研究会（2009）『専門学校の職業教育に関する総合的調査 研究報告
書』。 
(2)全国高等専修学校協会 制度改善研究委員会（2013）『平成 24年度「高等専修学校における
教育支援に関する実態調査」「高等専修学校の学校評価及び情報公開の啓発に関するアンケ
ート調査」報告書』。 
(3)長尾博暢（2014）「高等専修学校におけるインターンシップ及びデュアルシステムに関する
調査 分析と考察」（平成 25年度 成長分野等における中核的専門人材養成の戦略的推進事業
「高等専修学校における高等教育機関と接続したモデル・カリキュラム開発と就労支援シス
テムの構築」成果報告会 資料）。 
(4)長尾博暢（2015）「高等専修学校における体験型職業教育と外部との連携に関する実態調査 
アンケート結果集計と考察」『平成 26 年度 文部科学省 成長分野等における中核的専門人材
養成の戦略的推進事業「高等専修学校における高等教育機関と接続したモデル・カリキュラ
ム開発と就労支援システムの構築」事業実績報告書』。 

 
 
２．研究の目的 
 高等専修学校は、技能や実務面に重点をおいた実践的教育を行う、高等学校と並ぶ中等教育
機関として位置づけられていながら、「科学研究費助成事業データベース」によれば、本研究課
題の申請当時、「高等専修学校」を研究課題名に含む先行研究は 0件、キーワードですらわずか
に 3件（「専修学校高等課程」ではいずれも 0件）と、他の学校種と比較して際立って学術的な
関心と蓄積が乏しい。 
そこで本研究は、日本のキャリア教育・職業教育研究においてこれまで手つかずに近い学校
種だった高等専修学校を対象に、「質保証」の観点から教育実践の検証に着手しようとしたもの
で、キャリア教育・職業教育研究の新たな領域開拓の嚆矢として、その学術的インパクトは大
きいと考えた。 



また、本研究により得られた学術的知見が高等専修学校の教育現場にフィードバックされる
ことで、同学校種のキャリア教育・職業教育の発展に大きく貢献するとともに、専門学校や高
等学校に対しても重要なインプリケーションを与えるもので、研究成果の社会的な波及効果は
高いと考えた。 
以上のような問題意識の下、本研究では、現在の高等専修学校のキャリア教育・職業教育の
実践過程のなかで起こっている、下記の二つの場合の、学校内の環境制約と学校外との連携と
の関係性について、明らかにしようとした。 
 
（Ⅰ）「学校内の環境制約」が「学校外との連携」を難しくしている場合 
（Ⅱ）「学校内の環境制約」が「学校外との連携」を通じて克服できている場合 
 
 
 
３．研究の方法 
 本研究の柱は、外部と連携した体験型キャリア教育・職業教育の実践において、学校内の環
境制約と学校外との連携とがどのような関係性にあるのかを分析・解明することである。そこ
でこの目的を達成するため、「学校内の環境制約」・「学校外との連携」双方に関連するデータや
資料を、質問紙調査と文献調査により収集することを研究方法の柱に据えた。 
 なお、本研究課題採択後の平成 28年度の途中、研究代表者が高等専修学校関係の文部科学省
委託事業に参画することが決まり（平成 28 年度ならびに平成 29年度：いずれも単年度事業）、
同委託事業において、質問紙調査が全国高等専修学校協会の会員校を対象に行われることにな
ったため、研究代表者は、同委託事業の質問紙（項目）作成と、回答集計後の分析・報告に主
担当として従事しつつ、同委託事業により得られた知見も、本研究課題の進展に活かすように
努めた。 
上記のような経緯もあり、当初の研究実施計画を再吟味した結果、平成 28年度に想定以上の
手ごたえを感じていた文献調査・資料収集に、平成 29年度以降、大幅に力を入れることとした。
具体的には調査・収集の対象として、専修学校高等課程の関連文献や資料の渉猟に努めるとと
もに、専門課程や高等学校にも範囲を広げていった。具体的には都道府県立の公共図書館等に
「郷土資料」等の区分で所蔵されている報告書や資料に着目し、平成 30年度まで、全国各地の
図書館や資料室に赴いて、丹念に調査・収集していった。 
 
 
４．研究成果 
 (1)インターンシップの実施状況―実習期間の長さと、それを規定するもの 
国立教育政策研究所 生徒指導・進路指導研究センター(1)によれば、高等学校（公立、全日制・
定時制）では学科を問わず、インターンシップの実習期間は 2～3日がおよそ半数を占め、全体
の約 9割が 5日間以内に収まっている。それに対して高等専修学校では、質問紙調査の結果、
実習期間が 5日間以内とする回答は全体の 5割強にとどまっており、インターンシップについ
ては高等専修学校のほうが、長期の取組を進めている学校が多いことが確認できた。 
実習期間が、その長さとなっている理由についてみると、特に 5日間までの比較的短いもの
で、受入企業側の都合や負担に配慮した結果と回答した学校が多くみられた。また「負担への
配慮」という意味では、実習に行く生徒側の「負担」とならない実習期間を設定している学校
があった。しかしその一方で、教育効果という観点を重視した、適切・適正な実習期間の確保
に努めている学校の存在も確認できた。さらには、実習期間の設定をめぐって、いわば「実習
の質保証」の観点から、受入企業側との間で教育的・指導的見地に立ったやりとりを行ってい
る例もみられた。 
 
(2)インターンシップの実施状況―生徒に対する評価基準と、それを規定するもの 
インターンシップに参加した生徒に対し、学修成果を測る評価基準をどのように作成してい
るのかを学校側に聞いたところ、評価項目について実習先から情報や意見の提供を受けるケー
スや、評価そのものを実習先に依頼するケース、実習先との協議により作成するケース、実習
先と適宜見直しをしながら継続的にブラッシュアップをはかるケース等が確認できた。また、
専門課程や他の学校種も含め、他校の実践を参考にしているケースもみられた。 
他方で、いまだ全体の 4割の学校が、明確な評価基準を用意しないままインターンシップに
生徒を送り出しているという回答結果を得た。また、カリキュラムの中に位置付けていても、
評価基準を作成していない学校が 3割近く存在していた。専門課程に導入された職業実践専門
課程では、カリキュラムの作成や実習・演習等の実施において企業等との密接な連携をはかる
ことが大前提となっているが、高等課程においても今後、評価基準の作成にあたって、企業等
との事前の対話・すり合わせを行っていく姿勢が肝要と考えられる。 
 
(3)インターンシップを実施していない理由―その背後にあるもの 
インターンシップを実施していない学校のうち、「準備も検討もしていないし、今後も実施は



考えていない」学校は 2割弱で、実施していない学校の半数近くは、「実施について関心はある
が、検討にはいたっていない」という状況にあることがわかった。 
「実施について関心はあるが、検討にはいたっていない」とした学校の回答内容をみると、
「実施に必要な校内人員が確保できない」、「カリキュラムに余裕がない」、「生徒を受け入れて
くれる企業・施設等が確保できない」、「生徒の肉体的・精神的負担が大きい」といった内容が
挙げられていた。 
また、「準備も検討もしていないし今後も実施は考えていない」または「実施について関心は
あるが、検討にはいたっていない」と回答した学校の中には、「進学（希望）者が多い」あるい
は「就職（希望）者が少ない」のように、自校の卒業後の進路の状況・実態とからめながら、
〈インターンシップ等の体験型キャリア教育・職業教育は就職（希望）者を対象に実施される
もので、進学（希望）者に対しては関係がない〉、という考え方が前提として垣間見えるものが
多かった。 
 
(4)研究成果の学術的・社会的位置付けと今後の展望 
本研究の（現段階での）代表的な知見として、インターンシップ等の体験型キャリア教育・
職業教育の実施に踏み切れていない、あるいは実施の必要性を感じないとする高等専修学校の
中には、〈インターンシップ＝就職（希望）者向け〉というある種の認知バイアスが根強く存在
しているケースがある可能性を明らかにしたことが挙げられる。また、〈上級学校への進学（希
望）者が中心〉・〈就職（希望）者は少数〉・〈資格を取得させることが重要〉といった認識も、
高等課程に限らず専修学校の側に「カルチャー」として根強く、インターンシップ等の実施だ
けでなく、教育活動や指導、支援の場面全般における外部の企業や団体等との連携に対して、
消極的姿勢をもたらす要因になっていると考えられることも、本研究の重要な知見として挙げ
られる。 
高等専修学校において、外部と連携した体験型キャリア教育・職業教育の推進が困難となる
理由として、研究代表者による本研究以前の調査・分析でも、〈実施に必要な校内人員が確保で
きない〉、〈カリキュラムに余裕がない〉、〈生徒を受け入れてくれる企業・施設等が確保できな
い〉、〈生徒の肉体的・精神的負担が大きい〉といった「学校内の環境制約」があることを明ら
かにしてきた。こうした環境制約は、現在の高等専修学校が抱える構造的な課題・問題点その
ものであり、それら構造問題の打開に直接インパクトを与えうる政策的支援等、抜本的な対策
がとられることで事態が大きく改善されない限り、この学校種におけるインターンシップ等、
体験型キャリア教育・職業教育の推進は頭打ちにならざるを得ないようにもみえる。しかしな
がら本研究では、認知バイアスや「カルチャー」のような、高等専修学校の側に沈潜する自己
認識が「学校内の環境制約」となって、「学校外との連携」を自ら難しくしている実態について
も明らかにした。構造的な「学校内の環境制約」と苦闘しながら、在籍する生徒の状況や発達
段階をふまえつつ、入学から卒業までのカリキュラム全体のなかでの適切なタイミングと内容
について綿密に検討して、外部と連携したかたちの体験型キャリア教育・職業教育を実践して
いる高等専修学校も確かに存在する。この彼我の差は、学術的にも社会的にも大きなインプリ
ケーションをもつものと考える。 
また、専門課程や高等学校にも範囲を広げた文献調査・資料収集の結果、体験型キャリア教
育・職業教育の実施をめぐってのこうした自己認識の影響は、専修学校に限らず高等学校にお
いてもあてはまるのではないかという仮説に至っており、今後の研究課題としたい。 
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